
在宅医療・介護連携推進事業の継続的な改善へ向けて
～ 目指すべき姿の具体化と PDCA を回すために ～
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令和8年度在宅医療・介護連携の推進に係る自治体セミナー（東海北陸厚生局管内6県）
令和8（2026）年9月14日 オンライン開催 【資料１】令和8年度在宅医療・介護連携の推進に係る

自治体セミナー及び東海北陸厚生局管内6県意見交換会
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本日お話しする内容
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地域の医療機関の分布、医療機能
を把握し、リスト・マップ化
必要に応じて、連携に有用な項目
（在宅医療の取組状況、医師の相
談対応が可能な日時等）を調査
結果を関係者間で共有

（ア）地域の医療・介護の資源の把握

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

地域の医療・介護関係者等が参画する会議を
開催し、在宅医療・介護連携の現状を把握し、
課題の抽出、対応策を検討

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

医療・介護関係者の連携を支援するコーディ
ネーターの配置等による、在宅医療・介護連携
に関する相談窓口の設置・運営により、連携の
取組を支援。

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

情報共有シート、地域連携パス等の活用
により、医療・介護関係者の情報共有を
支援
在宅での看取り、急変時の情報共有にも
活用

（キ）地域住民への普及啓発

地域住民を対象に
したシンポジウム等
の開催
パンフレット、チラ
シ、区報、HP等を
活用した、在宅医
療・介護サービスに
関する普及啓発
在宅での看取りにつ
いての講演会の開催
等

（カ）医療・介護関係者の研修

地域の医療・介護関係者がグループワーク等を
通じ、多職種連携の実際を習得
介護職を対象とした医療関連の研修会を開催
等

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制
の構築推進

◆地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅
医療・介護サービスの提供体制の構築を推進

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区
町村の連携

◆同一の二次医療圏内にある市区町村や隣
接する市区町村等が連携して、広域連携
が必要な事項について検討

○事業項目と取組例

○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～）により一定の成果。それを踏まえ、介護保険法の中で制度化。

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等と連携しつつ取り組む。

○ 実施可能な市区町村は平成27年4月から取組を開始し、平成30年4月には全ての市区町村で実施。

○ 各市区町村は、原則として（ア）～（ク）の全ての事業項目を実施。

○ 事業項目の一部を郡市区医師会等（地域の医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。

○ 都道府県・保健所は、市区町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等との協議の支援や、都道府県レベルでの研修等により支援。国

は、事業実施関連の資料や事例集の整備等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。
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在宅医療・介護連携推進事業（介護保険の地域支援事業、2015～）
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在宅医療・介護連携推進事業の2020年における見直し
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ver.1 2015年 3月～
ver.2 2017年10月～
ver.3 2020年 9月～
ver.4 2025年 3月～

在宅医療・介護連携推進事業におけるPDCA（手引きver.3～）

厚生労働省「在宅医療・介護連携推進事業の手引きver4」https://www.mhlw.go.jp/content/001468173.pdf P14
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出所）B県「在宅医療・介護連携推進事業 実施状況調査（令和8年度）」を参考に作成。
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※ 新たな地域医療構想の策定・開始時期等の制度の詳細は、最新の厚生労働省資料をご確認ください。
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（手引きver.3～）

厚生労働省「在宅医療・介護連携推進事業の手引きver4」https://www.mhlw.go.jp/content/001468173.pdf P14～15
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2024年度の実態調査（市町村票）での、「在宅医療・介護連携推進事業を実施していく中での課題」で、
「現状把握と問題点の抽出（データ活用を含む）」が20.0％で最も高い（15項目中）※

＝現状においてもなお事業評価やPDCAサイクルの沿った取り組みは課題。

※厚生労働省老健局老人保健課．令和６年度在宅医療・介護連携推進支援事業にかかる調査等一式＜事業報告書＞令和 7（2025）年3月,P128
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市町村において指標を設定する際のポイントを整理し、指
標の選択方法等の考え方を示しています。

各地域の実情に応じて選択される指標は異なるため、関係
者との協議を通じて設定しましょう※。

このとき、指標の設定や指標の正確さに終始するのではな
く、在宅医療・介護連携推進事業をともに進める関係者が、
同じ方向に向かって取組を推進していくことが重要です。
既に指標を設定されている場合には、その指標の適正さを
再点検するために活用しましょう。

また、まだ指標を設定されていない場合には、政策目標の
実現に向けた取組の一環として活用してください。

資料出所）在宅医療・介護連携の推進に向けた指標の考え方手引き.  令和６年度老人保健健康増進等事業「在宅医療・介護連携事業に係る指標の検討事業（株式会社日本能率協会総合研究所）」P１

※まずは、手引きの考え方に沿って、事業評価に取り組んでみることが重要。
まだ事業評価に着手できていない場合、介護保険事業計画策定をきっかけ

とするなどして、まずは市町村関係者を中心に検討を進めてみることも重要。
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居宅介護
（訪問介護／通所介
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大夛賀政昭．データを活用した在宅医療介護連携推進事業における評価を考える．令和６年度在宅医療・介護連携推進事業 研修会（令和７年３月７日）一部修正
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在宅
志向

施設
志向

在宅
志向

施設
志向

在宅医療介護
サービスの連携で
安心して
地域で亡くなる

在宅サービス
と医療機関の
連携で安心して
地域で亡くなる

在宅サービス
と医療機関の
連携で安心して
医療機関での看取りも加味して
安心して、最期を迎える

在宅サービス
と介護施設の
連携で安心して
介護施設での看取りも加味して
安心して、最期を迎える

医療機関
ベース地域

介護施設
ベース地域

在宅医療
在宅介護
地域

医療機関
介護施設
在宅混合

ギャップがある

○インフォーマル資源が少な
いため、医療機関も含めて、
地域住民の安心を確保する医
療介護の提供システムが求め
られる。
○地域の介護職と市内／市外
医療機関の連携をより推進し
ていく必要がある。

ギャップを埋めるためには、
目
指
す
べ
き
姿

大夛賀政昭．データを活用した在宅医療介護連携推進事業における評価を考える．令和６年度在宅医療・介護連携推進事業 研修会（令和７年３月７日）一部修正

目指すべき姿の検討にあたっての情報整理ーわかりやすく地域情報を捉える（私案）
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目指すべき姿

事業の取組

間をうめていく、
発想と取組が求め
られる。
（アウトカム志向）

資料出所）在宅医療・介護連携の推進に向けた指標の考え方手引き.  令和６年度老人保健健康増進等事業「在宅医療・介護連携事業に係る指標の検討事業（株式会社日本能率協会総合研究所）」P11
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「やったこと」と「変わったこと」は異なる。

※ 全国調査でも「現状把握と問題点の抽出」が課題の第1位（20.0％）。

出所）B県調査（令和8年度）を講師が集計／厚生労働省老健局老人保健課「令和6年度在宅医療・介護連携推進支援事業にかかる調査等一式＜事業報告書＞」2025年3月。
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